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新商品等による新事業分野開拓事業者認定実施要綱 

 

（要綱の目的） 

第１条 この要綱は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号に定める「新商品の

生産又は新役務の提供（以下「新商品の生産等」という。）により新たな事業分野の開

拓を図る者」として、山口県内の中小企業者を県知事が認定するための手続きと基準を

定める。 

 

（認定申請等） 

第２条 山口県知事は、県内に主たる事業所を有する中小企業者の中で、地方自治法施行 

規則第１２条の３に定める要件を満たし、かつ、第４条第２項に掲げる要件に適合する

新商品を生産するもの又は新役務を提供するものを「新商品の生産等により新たな事業

分野の開拓を図る者」として認定する。 

２ 前項の規定による認定を受けようとする者は、別記様式１及び様式２に定める書式に 

より認定の申請をするものとする。 

３ 山口県知事は、第１項の規定による認定をしたときは、当該認定の申請者に別記様式 

３による認定証を交付する。 

 

（審査会の設置） 

第３条 山口県知事は、前条第１項の規定による認定をする際に、その適否等について、 

「やまぐち新商品利用促進審査会」（以下「審査会」という。）の意見を聴取する。 

２ 前項の規定による審査会は、別に定める要綱により設置し、開催するものとする。 

 

（認定対象者等） 

第４条 第２条第１項の規定による認定の対象となる中小企業者は次の各号のいずれかを 

満たすものでなければならない。計画期間を満了した場合も対象とする。 

 (1) 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）に基づく山口県知事の承認を受け

た中小企業者 

 (2)公益財団法人やまぐち産業振興財団の事業化ベストプラン認定を受けた中小企業者 

２ 第２条第１項の規定による認定を受ける者が生産する新商品（ただし、医薬品を除く。）

又は提供する新役務は以下の各号のすべてを満たさなければならない。  

 (1) 山口県内で生産又は提供が行われていること。 

  (2) 認定の申請時において既に県内で販売又は提供されていること。 

  (3) 県の機関が調達している品目又は役務であること、又は県の機関における使途が見

込まれること。 

 (4) 商品化又は提供開始後概ね１０年以内の物品（ただし、動産に限る。）又は役務で

あること。 

 (5) 県内で類似の商品又は役務が生産、販売又は提供されていないと認められる商品又

は役務であること。 
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３ 山口県知事は、審査会の意見を踏まえ、認定を受けた中小企業者（以下「認定事業者」  

という。）が生産又は提供する前項各号を満たす新商品又は新役務を指定し、当該新商

品名又は新役務名を第２条第３項の規定により交付される認定証に記載する。 

 

（認定期間等） 

第５条 第２条第１項の規定による認定の有効期間は、山口県知事が認定した日に属する  

年度の次の年度の末日までとする。 

２ 認定事業者は、前項の期間が満了した場合において更新を希望するときは、別記様式  

１及び様式２により再申請することができる。 

３ 前項の規定による再申請をする際には、第３条第１項に規定する審査会の審査を省略

することができる。 

 

（変更の申請） 

第６条 認定事業者は、認定申請事項を変更しようとするときは、別記様式４及び様式２  

により認定の変更の申請をするものとする。 

２ 前項の認定の変更については第２条の認定に準じて認定する。 

３ 山口県知事は、第１項の規定による認定の変更の認定をしたときは、当該認定の申請  

者に別記様式５による認定証を交付するものとする。 

 

（認定の取消し） 

第７条 山口県知事は、次のいずれかに該当するときは、審査会における審査を経て、そ  

の認定を取り消すことができる。 

 (1) 認定事業者等が、第４条第２項各号に適合しなくなったとき。 

 (2) 認定事業者が新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図ることが困難と認め

られるとき。 

２ 前項の規定による認定の取消しにより損失が生じた場合においては、認定事業者がそ  

の責めを負うものとする。 

 

（報告）  

第８条 山口県知事は、必要に応じて、認定事業者から認定基準への適合状況等について、  

報告を受けることができる。 

 

（所掌） 

第９条 この要綱に関する事務は、山口県商工労働部経営金融課において所掌する。 

 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は別に定め 

る。 

 

附 則 
この要綱は、平成１７年６月１７日から施行する。 
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この要綱は、平成２６年１０月１６日から施行する。 
この要綱は、平成２８年２月２６日から施行する。 
この要綱は、令和元年１０月１８日から施行する。 
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様 式 １（第２条関係） 

 

新商品の生産等により新たな事業分野を開拓しようとする者の認定申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 山口県知事         様 

 

 

        申 請 者 

 

                  所在地 

 

名 称 

 

                  代表者氏名                 印 

 

                 電話番号 

 

 

 新商品等による新事業分野開拓事業者認定実施要綱第２条第２項の規定により、次のと

おり新商品の生産等により新たな事業分野を開拓しようとする者の認定を申請します。
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様 式 ２（第２条関係） 
 

新たな事業分野の開拓の実施に関する計画 

１ 申 請 者           

 所 在 地 
 

 名    称 
 

 代表者氏名 
 

 電 話 番 号 
 

２ 新商品等の名称 
 

３ 新商品等の内容 

 

４ 販売又は提供価格 

 

   年 間 生 産 ・ 提 供 

５ 

  販 売 予 定 量 

 生産量・提供量： 

  販売量・提供量： 

６ 製 造 加 工 場 

 

 

   生産・提供・販売 

７  

   実 施 時 期           

 生産・提供時期：    年  月 から 

  販 売 ・ 提 供 時 期：    年  月 から 

   新商品の生産・ 

８ 新役務の提供の 

   実 施 方 法           
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新 商 品 の 生 産 

９新 役 務 の 提 供 

  に 要 す る 資 金           

 

【設備資金】 

     千円 

  （内訳） 

 

 

 

 

【運転資金】 

     千円 

 （内訳） 

 

 

 

 

10上記資金の調達方法           
 

11 認定承認状況等           

 

※ 該当するものに○をつけてください。 

 

・ 中小企業等経営強化法による経営革新計画の承認 

・ 公益財団法人やまぐち産業振興財団の事業化ベストプラン 

 

 

 

県の機関における 

12 

   使用方法の提案 

 

 

（県の機関（本庁各課、出先事務所、県立病院、福祉施設、試験研究機関等

）における新商品の使用方法の例を、具体的に提案してください。） 
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様 式 ３（第２条関係） 

 

 

                              第   号 

 

 

「新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者」の認定証 

 

 

              所在地 

 

              名 称  

 

              代表者氏名 

 

 

  新商品等による新事業分野開拓事業者認定実施要綱第２条第１項の規定により、 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号で定める「新商品の生産等により新 

たな事業分野の開拓を図る者」として認定を受けたことを証する。 

 

 

                山口県知事  村岡 嗣政  

 

 

 

 認 定 年 月 日              
 

 認 定 の 有 効 期 限              
 

 新商品名・新役務名 
 

 認 定 条 件              
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様 式 ４（第６条関係） 

 

新商品の生産等により新たな事業分野を開拓しようとする者の認定変更申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 山口県知事        様 

 

 

        申 請 者 

 

                  所在地 

 

名 称 

 

                  代表者氏名                 印 

 

                 電話番号 

 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で認定を受けた商品の生産又は役務の提

供により新たな事業分野を開拓しようとする者の認定について、下記のとおり変更したい

ので、新商品等による新事業分野開拓事業者認定実施要綱第６条の規定により、認定を申

請します。 

 

記 

 

１ 変更事項 

 

 

 

２ 変更事項の内容 
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様 式 ５（第６条関係） 

 

 

                              第   号 

 

「新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者」の変更認定証 

 

 

              所在地 

 

              名 称  

 

              代表者氏名 

 

 

  新商品等による新事業分野開拓事業者認定実施要綱第６条第２項の規定により、 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号で定める「新商品の生産等により新 

たな事業分野の開拓を図る者」として認定を受けた内容について、変更の認定を 

受けたことを証する。 

 

 

                山口県知事  村岡 嗣政 

 

 

 

認 定 年 月 日 
 

認定の変更認定年月日 
 

認 定 の 有 効 期 限 
 

新 商 品 名 ・ 新 役 務名 
 

認 定 条 件 
 

 


